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u倉支要旨]
Despite the rapid development of global sourcing by retailers and the fact that global sourc・
ing is one of the most important facets of retail internationalization， studies on global sourcing 
in retail firms have been significant1y undeveloped. This study reviews literature that 
addresses sourcing activities conducted by retail firms in foreign markets in order to clarify 
what have been known and what should reQuire much more research efforts in the field of 
retail global sourcing study. First， this study classifies the literature into five different themes 
according to its content and focus; next. it discusses both the contribution and the limitations of 
those studies; and finaly， itshows the future research agendas. 
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Iはじめに
1問題意識
過去20年の聞に.小売企業は，海外出庖と国際調達をはじめ.資金調達，労働雇用.経営技
術などの国際化を急速に進めてきた (Salmon& Tordjman 1989 ;田口 1989; Dawson 1993 ; JI
端 2∞0)。こうした多様な小売企業の国際活動のなかで，最も中核的な活動は海外出屈と国際調
達だと考えられている(向山 2009:62・63)。
本来であれば，こうした中核となる小売業の国際活動についての研究も活発化するはずであ
る。しかし小売業の国際化研究はなぜ海外に庖舗を展開するのか (Williams1992; Dawson 
1993) ，参入地域や参入方式を左右する要素とは何か (Treadgold1988)，出唐後の適応化と標準
化をめぐってどのような戦略が存在するのか (Salmon& Tordjman 1989 ; Sternquist 1997)，ま
た近年では.進出先からなぜそしてどのように撤退するのか (Alexander& Quinn 2∞2 ; Alex-
ander et al. 2∞5; Palmer & Quinn 2007; Cairns et al. 2010)といった海外出屈に集中している。
もう一方の小売業の国際活動の中核を成す国際調達に関する研究は.少数に留まっているのであ
る (Liu& McGoldrick 1996 ; Jonsson & Tolstoy 2014)。
こうした小売業の国際化研究の偏りと対照的に.ほとんどの小売企業は何らかの形で海外から
商品調達を行っている。言い換えれば ほとんどの小売企業は直接または間接に国際調達に携
わっている。小売企業はこうした国際調達を通じて 消費者に豊富な選択肢と良質かっ安価な商
品を提供し，すなわち国際調達を通した価値のある品揃えの形成で，自社の競争力を強化してい
るのである。
しかし国際調達には農富な品揃えの形成や価値の高い商品の入手といったメリットがあると
同時に様々な困難とリスクが存在する。例えば，国境を超えて商品を調達する際に，調達先国の
文化.言語，商慣行などを理解しなければ調達するための商談ができない。そして商談ができた
としても，適切な調達先およびサプライヤーの選択・評価.発注後のモニタリング.インフラの
未整備による納品の延期，リードタイムの長さなどによってもたらされたリスクも考慮に入れな
ければならない。すなわち，小売企業の競争力強化に繋がる国際調達のメリットは，上記した困
難とリスクによって相殺される可能性を常に持っているのである (Lowson2001 ; Vedel & Ele-
gaard 2013)。言い換えれば，小売企業が国際調達のメリットを享受するためには.国際調達に
伴う困難とリスクを乗り越えまたは低減させることが極めて重要である。
本稿は，小売企業は国際調達に伴う困難とリスクをどのように乗り越えまたは低減させている
のかという問題意識をもって，これまでの小売企業の国際調達研究についてテーマ別でレビュー
する。それによって.小売業の国際調達のどのような側面.そしてどの程度研究されたのかを明
らかにする。もちろん.こういったテーマ別のレビューは，国際調達を行う際に最大な課題と思
われる国境を越えたことによって発生した困難とリスクに対する小売企業の取組みの実態がどの
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程度明らかにされているのかを示すこともできる。
2レビ‘ュ一文献の選択と本稿の構成
国際調達はグローパル・ソーシング.インターナショナル・ソーシング.オフショア・ソーシ
ング，インタナショナル・パーチェシングなど様々な表現が存在する (Quintenset al. 2006: 
171-172)。レビュー文献の選択にあたって.まず. I retaiIJという単語を IglobaIJ. linterna-
tionaIJ. 10妊shoreJ.I sourcingJ. I purchasingJ. I procurementJといったキーワード友組合せて，
グーグルスカラーで検索し 小売業の国際調達と比較的緊密に関係する論文を選び出した。グー
グルスカラーのなかから選び出した論文および小売業の国際化研究に関する文献では.4つの
ジャーナル<InternationalJournal of Retail & Distribution Management. International Journal 
of Physical Distribution & Logistics Management. International Marketing Review. Journal of 
International Marketing)が小売業の国際調達に関心を寄せている可能性が寓いと判断できたた
め，前述のキーワードの組み合わせで，再度この4つのジャーナルで検索し.新たな小売業の国
際調達と比較的緊密に関係する論文をレビューの対象に追加した。このほかには.日本における
小売業の国際調達および小売業の国際化研究から国際調達と関連する文献も選択した。
上記の方法で選び出された小売業の国際調達に関係するレビュー文献は24本になった。なお.
小売業の国際調達が本格的に注目されはじめたのは 1990年代以降といえるため (Dawson
1993 : 17・26; Liu & McGoldrick 1996). レピュー文献は 1990年以降から今日までのものに限定
している。
本稿の構成として，第H節では.これまで述べた問題意識に沿って選択した小売業の困際調達
の論文をテーマ別にレピューする。第E節では.第E節のレビューに基づいて，先行研究で明ら
かにされた側面と今後の課題を検討する。そして.第町節では.本稿の結論を提示する。
E小売業の国際調達研究のレビ.ュー
本稿で選択した文献はその内容によって，調達戦略，調達先の変更.知識移転と学習，企業倫
理.海外出庖との関係といった5つのテーマに分けることができる。そのほか，品揃えに大きな
多様性をもたらす小売企業の商品企画・商品開発能力に注目する研究(向山 2009)や.情報化
の進展とともに関心を集めた電子調達についての研究(川端 2012)なども存在する。ただし
これらの研究は国際調達のリスクと密接する調達先となる国・地域およびサプライヤーの特徴
や.小売企業とサプライヤーとの関係への言及が少ないため，本稿では詳しく紹介しない。
1調達戦略
調達戦略に取り組んでいるのは.主にマーケテイング論や経営戦略論を専門とする研究者であ
り.研究のほとんどは，どの国.どのサプライヤーからどのように調達するかといった意思決定
- 171-
を行う際に考慮すべき要素の析出または検証が重視されている。 具体的には園内調達と国際調
達の選択.国際調達を行うとすれば.どの国そしてどのサプライヤーを選択するか.メーカーか
ら直接調達するか，中開業者を利用するか，または自ら生産設備を持っか.国際ロジスティック
スを自社で行うか，第三者に委託するかといった問題への影響要因に関心を寄せている。
Liu & McGoldrick (1996)は，製造業における国際調達研究の成果を用いながら，小売業の
国際調達モデルを提示した。そのモデルによれば.小売業の国際調達の意思決定への影響要素は.
推進要素と制限要素に大別できる。推進要素はさらに 圏内での調達の魅力をなくすプッシュ要
因と.海外での調達を魅力的に思わせるプル要因および国際調達を容易に展開させる促進要因に
細分化できる。他方の制限要素は文化，言語，政治的リスクをはじめとするソフトコストと，関
税，為替レートが代表とするハードコストに大別できる (Liu& McGoldrick 1996: 18-20)。こ
の製造業の国際調達研究に基づいたモデルは小売業の国際調達の意思決定に大きな示唆を与えた
とはいえ，小売業と製造業が相違する側面は多いため，そのまま適用することはできない (Daw-
son 1993 : 25 : Dawson 2∞7 : 382-387) 0 Liu & McGoldrick 0悌6:26-30)では.国際調達の意
思決定モデルだけではなく，国際調達を決定してからのプロセスモデルも提示された。
こういった概念的なモデルを提示する研究に対して.ほとんどの研究は.サーベイやケースス
タデイを通じて.具体的に小売業の国際調達の意思決定に影響を与えている要素の析出に力を入
れている。たとえば， Lowson (2001 : 545-549)はEU加盟国の小売企業50社へのメールサーベ
イおよびインタビュー調査を通じて 国際調達が一般的に考えられるほど採算性に優れた行動で
はないと指摘している。なぜなら，アジア.アフリカ 中米および北米から調達することは.ヨー
ロッパと比べて，リードタイムが長いだけではなく.注文変更や売り残した商品の返品などに対
して柔軟な対応を受けられないからである。そして.Lowson (2001 : 550・551)はこういった柔
軟性の欠如にともなうコストが軽視できないものであると主張し企業が真剣にこれらのコスト
を考えたうえで.調達戦略を立てなければならないと強調している。
また.木立 (2003)は日本のスーパーにおける輸入野菜調達のケーススタディを通じて，国際
調達を行う条件として.高い現地情報力. 日本の消費者が求めている品質や安全性を確保するた
めの現地生産過程への積極的関与，および3PLの活用を含むロジスティックス力の強化が必要
と結論している。そして，小売企業にとって国際調達の最大のメリットは，大量の商品を低価格
で獲得することであるため 国際調達を行うかどうかを決める際に，企業の品揃え戦略や顧客
ターゲツトも考慮に入れなければならないと指摘している(木立 2003: 226-232)。
これらの研究は， Liu & McGoldrick (996)で提示きれた小売業の国際調達モデルのような
外部環境にとどまらず.企業の資源や特徴も含めて.調達戦略を立てる際に考慮しなければなら
ないことを示した。 Cho& Kang (2001)においてもこの点を反映している。 Cho& Kang (2001) 
はアメリカのアパレル小売企業 148社へのサーベイを通じて，国際調達の利益とリスクを受ける
かどうか，どの程度受けるかは，商品の種類や調達量.調達先，企業の国際調達経験.売上高に
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おける輸入商品売上高の割合などによって異なることを明らかにした。たとえば，婦人服を生産
するサプライヤー聞の競争が激しいため，婦人服を調達する場合，子供服よりもサプライヤーか
らより精度の高い納品.より容易な商品入手およびよりよい顧客サービスを受けられる。同じく
調達量が多いほど.パイイング・パワーが発揮しやすいため，サプライヤーからより高いサーピ
スを受けることができる O また，韓国や台湾からの調達と比べて，中国やインドから調達した場
合，安価な製品を入手できるが，ロジスティック上ではより大きなリスクを抱える O そして.国
際調達経験が少ない企業ほど.大きなチャレンジに直面するようである (Cho& Kang 2001 : 
557司559)。
同じく Akessonet al. (2007)はスウェーデンのアパレル企業 116社へのサーベイを通じて，
どこから，どのような調達チャネルを選択するかは 組織の特徴.小売企業が求める商品の特徴
およびサプライヤーが提供できる価格，品質 リードタイム，コミュニケーションによって異な
ることを明らかにした。先進的な生産技術および高価な原材料を必要とする商品質商品について
はヨーロッパから調達する傾向があるが，比較的低品質低コストの商品についてはアジアから調
達する傾向がある。そしてアジアを主要な調達先とする企業はヨーロッパを主要な調達先とする
企業と比べて，規模が大きいという特徴がある (Akesson2∞7 : 751-753)。もちろん.アジアの
サプライヤーは低価格を提供するかわりにより大きな最小ロットを要求するため，アジアから調
達を行う企業は大きな購買力を持つ大規模企業である傾向があることを理解できる。さらに.設
立年数が長い企業は東欧で自らの生産設備を持つ傾向があるのに対して，歴史の短い企業はアジ
アのメーカーから直接調達する傾向も見られた (Akesson2007 : 756)。
Pache (1998)はフランスの食品小売企業11社を対象に.Williamsonの取引コストの視点から.
国際調達における仕入れおよびロジスティックスを自社で行うか外部に委託するかの問題を検討
した。調査対象の多くは.標準化され繰り返されるような取引の場合.直接メーカーから調達す
るが.メーカーに関する適切な情報を入手しにくい場合，すなわち，相手の機会主義的行動を十
分に予測または監視できない場合に貿易商や卸業者を利用する。ロジステツイクスにおいても，
自ら行うか，市場契約で委託するか，あるいは長期的なパートナシップを持つ第言者に委託する
かを選択するには.取引コストと組織統合コストとの比較が必要である。そして.国際調達を行
う際に，環境の不確実性と複雑性によって海外の契約者を正確に評価することが困難であること
に加え，契約者と交渉する際に必要な専門技術や倉庫設備への投資も不可欠のため，取引コスト
は常に高いのである。その結果，実際にロジスティックスをどのように行うかは，多くの場合組
織統合コスト次第で決定される (Pache1998 : 90・94)。
Cho (2∞9) も同じく Williamsonの取引コストの視点を用い.まず，小売業の国際調達にお
ける後方統合に関する意思決定について7つの仮説を立てた。次に，アメリカのアパレル関係小
売業企業 151杜へのサーベイを通じて，それらの仮説を検証した。その結果.小売企業が求める
商品を提供するには企業特殊資産が必要で，かつ調達先との社会文化の差異が大きい場合，小売
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企業による国際調達の後方統合が促進されることや.企業特殊資産が必要で.かつ調達先のカン
トリー・リスクが高い場合.小売企業による国際調達の後方統合が抑制されるなど，いくつかの
取引コストと国際調達の後方統合との関係類型が抽出されている。
2調達先の変更
第 l項で述べられた多様な要素を考慮したうえで.ある地域または国が主要な国際調達先とし
て選定されたとしても.その地域または国は主要調達先としての地位をいつまでも維持できるの
ではない。とはいえ，調達先の変更は新しいサプライヤーの探索や彼らとの信頼関係の構築，ま
たは新しい商慣行や制度環境への適応などが要求されるため，大きなコストおよびリスクを伴
う。そのため，企業はさほどの理由がなければ.安易に調達先を変更しない。しかし，それでも
調達先の変更が生じている。こうした調達先の変更要因を探る研究はいくつか存在する。そして，
これらの研究は共通して.調達先のビジネス環境.すなわち政治経済環境や貿易環境の変化と関
連付けて.小売業の調達先の変遷を説明しようとしているのである。
1970年代から 1980年代においては.アメリカのアパレル企業にとって，香港.台湾，韓国が
主要調達先であった。しかし，こういった地域の経済成長にともなう労働力の不足.人件費の増
加，地価高騰によって， 1990年代から労働集約型の組立工程をはじめ，フルパッケージ機能を
持つ工場まで中国.インドネシア.ベトナム.さらにインド.パングラディッシユ.スリランカ
などへと移転しはじめた l。他方香港台湾韓国のアパレルメーカーは自社製品のブランド
構築およびそのマーケテイングに経営資源を注ぐようになった。それと連動して.アメリカのア
パレル企業の調達先も大きくシフトした (Gerefi1999 : 49・64)20 
閉じくアメリカのテキスタイルおよびアパレル企業は， 1994年のNAFTA(北米自由貿易協定)
発効に伴う関税およびクォーター制の撤廃を契機に，メキシコからの調達を大きく増加した。
1998年にメキシコは中国を越え.アメリカの最大のテキスタイルおよびアパレルの調達先へと
躍進した。しかし.その地位は2001年に中国のWTOへの加盟に伴って大きく揺るがされた。
翌年の2002年に中国はメキシコを逆転し.再びアメリカの最大のテキスタイルおよびアパレル
の調達先となった (Shelton& Wachter 2∞5: 320・325)。
l 経済成長にともなう労働力の不足.人件費の増加.地価高騰のほかに，関税やクォーター制による輸出量への
制限も香港.台湾.緯国のメーカーに工場をほかのアジア諸国に移転させたー要因である (Gerefi1鈎9:
57・60)。
2 単純に輸入先からみれば，アメリカのアパレル企業の調達先は.香港.台湾.韓国からほかのアジアの国身へ
とシフトしたにみえるが.実際にはアメリカのアパレル企業の取引相手の多くは相変わらず香港.台湾，韓国
のメーカーである。すなわち，香港.台湾.稼園のメーカーは生産コストを抑えるために.工場を中国，イン
ドネシア.ベトナムなどへと移転し，純粋のサプライヤーからアメリカのアパレル企業と工場との聞の調整役
も務めるようになった (Gerefi1999 : 60)。こういった事実からも覗えるように.調逮先の変更が大変のコス
トとリスクを伴い.企業は安易に調達先の変更を行わないのである。
? ? ?
また，スペインのフアストファッション小売企業ZARAは.発展途上国の産業高度化.すな
わち高品質衣料品の生産能力が向上しただけではなく.ZARAが要求する少ロット，多品種，
および短いリードタイムを特徴とする柔軟な生産能力を持つようになるにつれて，調達先を次第
にスペインとポルトガルから，周辺のモロッコやトルコ，さらに中国.インドネシア，ベトナム，
インド，スリランカ，パキスタンへと移しつつある (Tokatli2∞8)。
3知識移転と学習
知識移転と学習に関して，国際調達に限って取り上げる研究もあれば，そうでないものもある。
また.企業グループ内の知識移転と学習に注目した研究もあれば，小売企業とそのサプライヤー
との聞の知識移転と学習に焦点を当てた研究もある。
Currah & Wrigley (2∞4)は数多くの国々に事業を展開している小売企業にとって.企業グ
ループ内のベスト・プラクティスを伝達・共有することが.競争優位を獲得するために極めて重
要であると指摘している。そのなかでも，とくに，ロジステイクス.PB開発.財務管理.サプ
ライヤーとの交渉といったパック・エンド・オペレーションに関する知識の伝達および学習は，
多国籍小売企業にとって戦略的意味を持っている。このような知識の企業グループ内の伝達を促
進するために，世界中に点在する各唐舗のパフォーマンスを共有できる情報技術の活用や.ベス
ト・プラクテイスを認定し，ぞれを企業グループ内の他のところに伝達するチームの構築や，ガ
イダンスが必要な従業員に対するベテランの指導などが有効的である (Currah& W rigley 
2∞4 : 12-16)。
こういった企業グループ内の知識の移転と学習に対して.Ghauri et al. (2008)はIKEAがそ
のマーケット・ドライピング戦略 3を成功させるために.どのようにサプライヤーとの関係を構
築してきたのかについてのケーススタデイにおいて.小売企業とサプライヤーとの聞の知識移転
と学習の実態を明らかにしている。 IKEAスタイルに適合してもらうために.IKEAはサプライ
ヤーに生産技術から，品質検査.品質管理，ロジスティックスなとe幅広い分野で指導を行った。
その結果，サプライヤーは相当な能力向上を実現し，市場での競争力も強化した (Ghauriet al. 
2008 : 509-513)。
同じくイギリスの大手小売企業マークス&スペンサーの国際調達戦略は. トルコのサプライ
ヤーの能力向上に影響を与えている (Tokatliet al. 2∞8)。マークス&スペンサーはZARAや
H&Mといったファストファッションとの競争を受け 2∞l年から自らの庖舗でファストファッ
ションのブランドである PerUnaを販売するようになった。それを契機に，今までマークス&
スペンサーとそのイギリス圏内のフルサービス・ベンダーに占有されていたデザイン機能をトル
コのサプライヤーにも移転するようになったことで， トルコのサプライヤーはデザイン機能と
3顧客のニーズに消極的に適応していくのではなく.これまでにない新しい価値を顧客に提案する戦略である
(Ghauri et al. 2∞8: 504-叩5)。
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いった高付加価値活動まで担当するようになったのである 4。
このように先進国の小売企業の国際調達に伴う知識移転は.途上国におけるサプライヤーの能
力向上につながり.途上国の産業高度化に大きく貢献するものと思われる。しかし.Palpacuer 
et al. (2005)はイギリス プランスおよび北欧の大手衣服小売企業の調達モデルについての分
析を通じて，国際調達による途上国の産業高度化への貢献はそれほど期待できないと結論づけ
た。なぜなら.小売企業はその調達先を数少ないサプライヤーに集中していく傾向があり，途上
国の多くのサプライヤーにとって参入障壁が極めて高くなっているからである (Palpacueret al. 
2005: 417427)。
他方，このようなアパレル産業のグローパル・バリューチェーンに参入できた数少ないサプラ
イヤーは，デザインから，素材調達.生産.納品にわたっての能力向上が見られた。ただし納
品精度の向上においては小売企業からの指導を受けていることを除いて.生産技術の向上などほ
かの能力を高めるには，サプライヤーは外部のコンサルタントまたはほかのバリュー・チェーン
への参加による学習に頼らなければならないようである (Palpacueret al. 2005 : 426)。
小売企業からサプライヤーへの知識移転だけではなく.サプライヤーから小売企業への知識移
転も行われる。たとえばセブンイレブン台湾は台湾で販売するおにぎりやお弁当を「日本の味J
にするために，日本の武蔵野フーズと合弁会社を設立し， 日本人技術スタッフによる台湾人技術
スタッフへの長期間の対面式指導を行った(成田 2013: 13)。
4企業倫理
冒頭で述べたように，過去20年間の聞に，小売企業は大規模化とともに活発な国際化を進め
てきた。こういった小売企業の経済活動は自国だけではなく.進出先や調達先の社会にも大きな
影響を及ぼすに至っている (Coe& Hess 2005: Shelton & Wachter 2∞5 : Coe & W rigley 
2007 : Tokatli 2008 : Tokatli et a1.2oo8)。とくに 1990年代から先進国の大規模小売企業の発展
途上国における消費財の調達が.現地の深刻な労働問題や環境問題に繋がっているという報道や
非政府組織のキャンペーンなどによって，国際調達における小売企業の社会的責任も要請される
ようになった(Hughes2001 ; Adams 2002 ; Hughes et al. 2007)。
こういった世論に応じるために.小売企業でよくみられる措置として.海外サプライヤーの倫
理的行動(児童労働の禁止，安全衛生な労働環境の確保，労働搾取の防止など)も含む行動規範
の構築および実行が挙げられる (Hughes2001 ; Adams 2002 : Pretious & Love 2006 : Hughes 
et al. 2∞7)。しかし.このような行動規範を実行するにあたって 数多くの課題が存在する。
まず，国際調達の担当者によって，倫理的査定に合格しないサプライヤーと取引しない企業も
あれば，改善がなされれば取引を行う企業もあるο その判断基準は必ずしも明確ではない (Pre・
4 ただしそれにもかかわらず. トルコのサプライヤーは価格交渉や返品の負担およびマークス&スペンサーか
らの認証の獲得および継続においては相変わらず交渉力を持っていない (Tokatliet al. 2008 : 268-276)。
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tious & Love 2006 : 896-897)。そして 誰がサプライヤーを監督するか.それに伴うコストは誰
が負担するかも定まっていない (Adams2∞2 : 152; Hughes 2001 : 433)。もしこれらの負担が
サプライヤー側に課されるとすれば.サプライヤーに対して圧倒的なパワーを持つ大規模小売企
業に対する調達先での社会的責任履行の期待に反することになる (Hughes2001 : 423-425)。な
により，小売企業は自らと取引関係のあるサプライヤーに行動規範を遵守させたとしても，ほか
の無数に存在する二次，三次下請け会社を追跡することがそもそも不可能である (Hughes
2∞1 : 432433)。
ほかのステークホルダーと連携して 倫理的貿易に取り組んでいる小売企業もある。イギリス
では.食品スーパーとアパレル関係を中心とする小売企業は.労働組合と NGOとともに.ETI 
(Ethical Trading Initiative)を結成した。この組織は共同プログラムを通じて，倫理的貿易のベ
スト・プラクティスを開発しようとしている(Hughes2001)。アメリカでも，国際調達におけ
る企業の倫理的貿易を監査する FLA(Fair Labor Association)やWRC(W orker Rights Con-
sortium)といった複数のステークホルダーからなる組織が設立されている。さらに.これらの
組織による国際連携の動きもみられる (Hugheset al. 2∞7)。
こういった複数のステークホルダーからなる組織およびそれらの組織の国際連携による倫理的
貿易への取り組みは.前述した行動規範を実行する際に生じる課題だけではなく.ほかの課題に
も直面している。一つは.企業.労組そしてNGOといった複数のステークホルダーの立場が異
なるため.すべてのステークホルダーの合意を得た行動規範の構築が難しいということである
(Hughes 2001 : 428-429)。
もう一つは，異なる文化・制度環境で生まれた組織には，それぞれの活動方針があるため.国
際連携にあたって.コンフリクトが免れない。例えば，アメリカの組織は透明性を強調し，海外
サプライヤーによる行動規範の違反行為が発覚すれば，そのサプライヤーの名前，所在地，そし
てその供給先の開示を要請するが，前述したイギリスのETIも含むほかの組織は.この要求に
応じないという問題が発生した (Hugheset al. 2007 : 507)。
5海外出唐との関係
小売業の国際化研究の多くは，海外進出前の動機と参入規定要因.進出後の戦略パターン，そ
して近年では撤退する要因や類型といった海外出屈に伴う問題に注目している (Treadgold
1988 ; Salmon & Tordjman 1989 ; Williams 1992 ; Dawson 1993 ; Sternquist 1997 ; Palmer & 
Quinn 2007 ; Cairns et al. 2010) 5。こういった販売面に焦点を当てた研究では，国際調達が出庖
の成功または失敗を規定するー要因として捉えられる。
5 もちろん，商品の再販売購入を本質的な活動とする小売商業資本にとって.商品価値を貨幣価値に転換させる
のが死活にかかわる最も重要でそして困難を伴う問題であるため.小売企業の国際活動においても販売面の海
外出庖が注目されるのは理解できる(木立 2∞3:218・219)。
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(1)現地サプライヤーとのネットワークによる参入成功への寄与
Elg et al. (2008)はIKEAの中国とロシアへの参入を事例に，小売企業が新興国に参入する
際に，異なるレベル(インターナショナル，マクロ. ミクロ)における重要なステークホルダー
を識別し，彼らと良好な関係を構築することが，参入を成功させるポイントであると指摘してい
る。
そのなかでも.屈の品揃えに不可欠となる現地サプライヤーとの関係構築は， ミクロレベルで
の重要なネットワークとして取り上げられている。 IKEAはサプライヤーに対して，教育訓練の
実施.生産技術やノウハウの移転.金融上の支援といったサポートを提供する一方，サプライヤー
はIKEAに対して，新しいサプライヤーの紹介や現地消費者の噌好，より採算性のよいデザイ
ンといった情報およびアイデイアを提供する。こういった形で構築されたIKEAとの協調・信
頼関係を持つサプライヤーが.IKEAの中国とロシアに参入する時点ですでに現地に存在したこ
とが.IKEAの参入成功に大きく寄与した (Elget al. 2008 : 687・693)。
(2)国際調達による海外出唐への制限および寄与
ある固における小売企業の経営システムの特性やそれに基づいた競争優位は，その国が有する
歴史的，地理的，文化的，制度的.社会的，経済的環境のなかで築かれたものである。小売企業
が海外に進出した場合.母国で構築した経営システムをそのまま現地に適用できない場合が多い
CJI端 2∞0:54・59; W rigley et al. 2005 : 439-441)。したがって.小売企業は母国で構築した経
営システムが進出先の環境特性にどこまで適用できるか，あるいは適用しない部分をどこまで是
正できるかによって，継続的に利益を上げ出庖を拡大していくか.十分な利益を出せずに.停滞
し続けたり，閉唐したり，ときには完全な撤退までに至る。
こういった課題は，庖の立地から品揃え，価格の設定，商品の陳列.プロモーション，庖舗の
デザインまたは顧客サーピスといった人々の目に触れやすいフロント・エンド・オペレーション
においてはもちろんのこと，調達チャネル.ロジスティックスや情報システムなどのパック・エ
ンド・オペレーションにおいても閉じく存在する。ここでは，本稿の目的から調達に桟目して考
察する。
カルフールとウォルマートは20∞年と 2002年にそれぞれ日本に進出した際に，低価格をもっ
て日本市場を制覇しようとした。この低価格戦略は日本消費者の所得水準や価値志向および購買
行動によって期待通りの成果を産み出さなかっただけでなく，そもそも低価格戦略に不可欠な
メーカーから商品を直接仕入れるチャネルの構築も失敗した (Aoyama2007 : 477-486)。
すなわち， 日本のように零細小売企業が数多く存在する流通環境のなか，卸売業者はメーカー
と小売業者との聞の商品や資金および情報の調整において.大きな役割を果たしている。こう
いった流通環境のなかで.日本市場での存在感が小さく.サプライヤーに対して交渉力をもたな
いカルフールとウォルマートは.母国で築いた強みのーっとするメーカーからの直接仕入れによ
るコスト削減を発揮する余地もなかった 60
。 。??
同じことは 1996年に中屈に第l号屈を出したウォルマートにも言える。周知のようにウォル
マートの競争優位はそのリーン・リテールの寄与するところが大きい。しかし中聞における政
府の出庖規制，地域聞の保護主義.庖舗聞の長距離および高速道路や情報インフラの未整備など
によって，ウォルマートはアメリカ国内のように調達から配達までサプライチェーンを統合する
ことができなかった。その結果.中国での多庖舗展開が予期通りに進まず，サプライヤーに対し
でも，思うほどの交渉力を持たず，中国国内市場に向けて中開業者を通さない直接チャネルの開
拓ですら苦境に陥った (Chuanget al. 2011 : 453456)。
ウォルマートのようにメーカーから直接仕入れた商品をまず配送センターへ，次に配送セン
ターから商品を各庖舗へといったシステムが進出先では構築できないことによって.企業が持つ
強みを進出先で有効に発揮できないケースもあれば，中開業者の不成熟によって大きな課題を抱
えている小売企業もある。前述したように日本の却売業者は，メーカーと小売業者との聞の商品
や資金および情報の調整に大きな役割を果たしている。これらの卸売業者は一般的に在庫機能や
品揃え機能および高度な配送機能を持っている。こういった中開業者が多様な機能を持つ流通シ
ステムのなかで成長してきた日本の小売業者は 海外進出する際に進出先の中開業者の不成熟と
物流の未整備によって，過剰の在庫や煩雑な仕入れ取引.高い欠品率といった商品調達上の問題
に悩まされている(JI端2ω0:198-227)。
このように小売企業が母国の環境で構築した経営システムが，必ずしも進出先に適用できない
ことは.庖舗の収益性または出庖のスピードを制約する。いかに新しい環境の市場や消費文化.
流通システム.都市計画制度 人口分布などへと埋め込んでいくかは，進出先での市場獲得のカ
ギとなる(JI端2∞o: Wrigley et al. 2∞5 : Coe& Lee 2006 : 68-69)。たとえば.テスコによる
韓国への進出は一つの成功事例を提示している (Coe& Lee 2006)。
テスコは1999年にサムソンの流通部門を合併し，ホームプラスという名前で韓国におけるデイ
スカント・ストア事業を展開した。そのとき，ウォルマート (1996年参入.2∞6年撤退)7とカ
ルフール (1998年参入.2ω6年撤退)8はすでに韓国市場に進出していた。ウォルマートとカル
ブールは手聞がかからない大量陳列販売などを通じて，商品を安く提供するグローパル戦略を重
6 もちろん川上の調達と川下の販売が一方向で作用するのではない。進出先で小売企業が望むような形での調達
を行えないのは，インフラや規制による可能性もあれば，販売面ではサプライヤーに対する十分な交渉力を持
つ販売量を実現していないことによる可能性もある。他方.販売面では十分な販売量を出せないのは.立地の
失敗から価格.品揃え.}古の雰囲気などが現地消費者に適合していないことによる可能性もあれば.調達上の
問題で，計画通りの販売が行えなかった可能性もある。日本に進出したカルフールとウォルマートは，その低
価格戦略は日本消費者の所得水準や価値志向および購買行動によって期待遇りの成果を得られなかった。それ
によって， 日本での市場シェアを伸ばすことができず.メーカーに直接商品を供給してもらうほどのパイイン
グ・パワーを獲得することにも失敗した。他方 メーカーからの直接仕入れができないことによって.低価格
戦略が期待されるほどの価格競争優位の実現ができなくなった。
7 日本経済新聞.2α渇年05月23日，朝干IJ.9ペー ジを参照。
8 日経MJ(流通新聞).2∞6年4月5日.5ペー ジを参照。
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視した。しかし，低価格は居心地よい雰囲気や親切なサービスを求める韓国の消費者を魅了する
ことができなかった。それに対して，テスコはサムソンの現地市場に対する知識を活用し.品揃
えから，庖舗レイアウト，顧客サービス.人的管理，調達などにわたって，積極的な現地化戦略
を探用した 9。
調達においては，現地のメーカーおよびサプライヤーはサムソン・テスコの主要な調達先と
なっている。これは韓国の特殊な環境と関係する。一つは.韓国の消費者は強い愛国心を持って
いるため，国産品が好まれるということである (Coe& Lee 2∞6: 77・78)。もう一つは.韓国で
は.競争力をもっメーカーの多くが財閥の一員であることに由来する。こういったメーカーは数
多くの強いプランドを持っているだけではなく 小売事業まで行っている。しかも，ある種の商
品を提供するメーカーは一社しかない場合も珍しくはない。たとえば， Nongshim Ramyumと
いうブランドのインスタントラーメンはNongshim(農心)からしか購入できない。こういった
独占的・寡占的なメーカーは 商品の提供およびその価格の設定において.小売企業に対して大
きな主導権を持っている (Coe& Lee 2006 : 81)。このような背景のもとで.価格設定をめぐっ
て大手デイスカント・ストアはメーカーとしばしは衝突するが.サムスン・テスコは現地のメー
カーと良好な関係を構築し.安定な商品供給を確保できている 10。こういった現地化戦略は.韓
国市場におけるテスコの成功に寄与したと思われる。
Eディスカッション
第E節では小売業の国際調達に関するこれまでの研究を調達戦略.調達先の変更，知識移転と
学習，企業倫理，海外出庖との関係といった五つのテーマに分類しレピューした。表lで示され
たように小売業の国際調達は様々な学問の研究対象として注目されている。例えば，調達戦略の
テーマでは自社が有する経営資源と自社を取巻く環境との適合関係に関心を持つ経営戦略論の研
究者から大きく注目されている。また調達先の変更ではマクロ環境による企業の経済活動への影
響を重視する国際経済学や世界経済論などの分野から分析されている。知識移転と学習のテーマ
9 積極的な現地適応化を行う一方，テスコはサムソン・テスコ・ホームプラスにサプライ・チェーン・マネジメ
ントスキルから.カテゴリー・マネジメントスキル.PB商品開発スキル.食品小売スキル.立地調査や物産
入手のスキルなど幅広い小売ノウハウを移転した。こういった標準化と現地化がバランスよく保っていること
はサムソン・テスコ・ホームプラスの強みである (Coe& Lee 2∞6: 7)。
10 ここでは韓国の独特環境のもとで.サムスン・テスコは現地サプライヤーと良好な関係を構築し.安定した商
品供給を確保できたことは，テスコの韓国での庖鋪拡大に寄与したと主張した。ここで注意しなければならな
いのは，現地サプライヤーとの良好な関係を構築できるのは.サムソン・テスコは特に価格訴求で消費者を引
き付けようとしていない戦略と関係すると考えられる。カルフールのように低価格が売りのため.メーカーが
設定した小売販売価格を値下げする動機は強く.それによってメーカーから商品出荷が停止されたりするが，
サムソン・テスコは百貨庖を真似し.韓国の消費者に居心地のよいショッピング環境や親切なサービスを提供
しているので.メーカーが設定した小売阪売価格を下げなくても，集客力がある。すなわち.サムソン・テス
コの調達戦略はそのストア・オペレーションとセットで考える必要がある。
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表レビュー文献のまとめ
テーマ レビュー文献 視点 l 業種・業態 調査方法
Lowson 2∞l 経営戦略論(戦略的オベレー ショッピングセン サーベイ.ケース
ションズ・マネジメント) ター，百貨庖 スタデイ
Akesson et a1. 2∞7 経営戦略論 衣料品関係 サーベイ
Cho & Kang 2∞l 経営戦略論 衣料品関係 サーベイ
略調達戦
Pache 1998 取引コスト理論 (Williamson 食品スーパー ケーススタデイ
の取引コスト)
Cho 2∞9 取引コスト理論 (Williamson 衣料品関係 サーベイ
の取引コスト)
Liu & McGoldrick 1996 経営戦略論，組織行動論，経 衣料品関係，雑貨 文献レビュー，
済学 ケーススタデイ
木立2∞3 商業経営論(サプライチェー 食品スーパー ケーススタデイ
ン・マネジメント)
Gereffi 1999 世界経済論(グローパル・コ 衣料品関係 二次資料に基づい
モデイティチェーン) たケーススタデイ
Shelton & Wachter 2∞5 国際経済学(国際経済政策) 衣料品関係 資料分析
の
Tokatli 2∞8 経済地理学(地域経済論) 衣料品関係 ケーススタデイ
Currah & Wrigley 2C制 経済地理学(地域経済論)，能 食品スーパー.総合 一次資料に基づい
力パースペクテイプ ス -/~- たケーススタデイ
Palpacuer et al. 2005 グローパル・バリューチェーン 衣料品関係 ケーススタデイ
Ghauri et a1. 2c泊8 ネットワーク・アプローチ. 家具量販庖 ケーススタデイ
マーケット・ドライピング・
アプローチ
者 Toka凶eta1. 2∞8 マーケテイング論(パワー・ 衣料品関係 ケーススタデイ
コンフリクト理論)
成田 2013 国際経営論(メタナショナル コンビニ ケーススタデイ
経営の視点)
Hughes 2001 マルチ・ステークホルダー・ 食品スーパー，衣料 ケーススタデイ
アプローチ 品関係
企業倫理
Adams2∞2 マクロマーケティング(マー 衣料品関係を中心に 文献レピュー
ケテイング倫理)
Pretious & Love 2006 マクロマーケテイング(マー 衣料品関係 ケーススタデイ
ケテイング倫理)
Hughes et乱 2007 経済地理学(地域経済論) 食品スーパー.衣料 ケーススタデイ
品関係
Coe & Lee 2α渇 経済地理学(地域経済論) デイスカント・スト ケーススタデイ
ア
買 Aoyama 2∞7 経済地理学(地域経済論) 総合スーパー ケーススタデイ川端 2C削 経済地理学(産業立地論) 百貨腐とスーパーを ケーススタデイ
中心に
の Elg et al. 2∞8 ネットワーク・アプローチ. 家具量販庖 ケーススタデイ
係関 マッチング・アプローチ
Chuang et al. 2011 国際マーケテイング論(標準 総合スーパー 一次資料に基づい
イヒー適応化のパラダイム) たケーススタデイ
を中心に
l視点を明確に示していない文献については.問題提起にいたるまでの説明.分析の注目点.結論，引用文献のジャ
ンル.著者の専攻を総合して判断した。
出典:第E節に基づいて筆者より作成。
。 。
では知識移転を重要なテーマとする国際経営論をはじめ.多様な視点からの分析が行われた。そ
して，企業倫理に対して，マーケティング・システムおよびマーケテイングと社会の関係分析に
努めているマクロマーケティングの視点なとeが用いられた。最後の海外出庖との関係では.進出
先の商圏に適合した商品調達が必要な小売業の特性に控目して，経済地理学および国際マーケ
ティング論(標準化ー適応化のパラダイム)から研究されている。
そして，小売企業の国際調達についての調査方法はサーベイとケーススタデイが中心である。
例えば，調達戦略のテーマでは「何がJrどこでJrどれほどJというようなリサーチ・クェスチョ
ンに適したサーベイという調査方法が多く用いられている。それに対し，調達戦略を除いた4つ
のテー マは， rなぜJrどのようにJといったリサーチ・クェスチョンを立てているため.ケース
スダティという調査方法が多く用いられている。また.調査対象の業態については.食品スー
パー，総合スーパー.百貨庖.家具量販庖などにわたっているが，業種に注目してみていくと衣
料品関係が圧倒的に多いのである。
また，国境を越えた調達に様々な困難やリスクを伴っていることも確認できた。例えば.文化.
言語の差異によってサプライヤーとのスムーズなコミュニケーシヨンや関係維持，またはサプラ
イヤーに対する適切な評価および監督が妨げられている (Cho& Kang 2∞1)。そして.海外調
達先における環境の不確実性や複雑性，サプライヤーの機会主義的な行動の発生可能性.または
国際調達を行うには人材育成や倉庫などのインフラへの投資が必要なことを考慮に入れれば，国
境を越えた調達は高いコストとリスクが伴うことは明らかである (Pache1998 : Cho 2∞9)。さ
らに，現地の道路.情報インフラの不備や商取引慣行によって，母国で築いた調達上のノウハウ
を活用できないという困難も発生していることが指摘されている(}l1端 2∞0:Aoyama 2∞7: 
Chuang et al. 2011)。以上をふまえ，本節の残りでは.冒頭で述べた問題意識，すなわち小売企
業は国際調達に伴う困難とリスクをどのように乗り越えまたは低減させているのかという問題意
識を念頭に置きながら，第E節でレビューした先行研究によって明らかにされた側面および今後
の課題を検討する。
第lのテーマである調達戦略に関する研究の多くは どこからどのように調達するのかを決め
る際に考慮すべき要素の析出および検証に注目している。企業の目標.資源.能力.規模，歴史，
組織構造，国際調達の経験から，調達先の政治的安定性，貿易障壁，文化的距離およびサプライ
ヤーのパフォーマンス，さらに調達したい商品の特性や調達量までの様々な要素は，小売企業の
調達戦略に影響を与えていることが明らかにされた。
しかし.多様な要素を考慮に入れたうえで構築した国際調達戦略であっても，実行する際に
様々な困難に直面する可能性がある。レビュー文献でも指摘されるように.文化，言語.商慣行.
経済発展程度の相違などによって.国際調達が様々なリスクを伴っている。とくに，数多くの現
地サプライヤーとのネットワークを持っている中開業者を利用せずに，メーカーからの直接調達
が増加しているなか.小売企業はもともと中開業者が背負う機能 1あるいはリスクを自ら負わな
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ければならなくなっている (Vedel& Ellegaard 2013)。
このように国際調達に伴う困難に対して 小売企業はどのように対応しているのかがほとんど
明らかにされていない。したがって，今後の課題として小売企業は国際調達を行う際に.文化.
言語.商慣行または経済発展程度の相違などに由来する困難にどのように取り組んでいるのかに
ついての実態を解明する必要がある。
第2のテーマである調達先の変更では.調達先のマクロ環境の変化が調達先の変更に大きな影
響を及ぼすことを明らかにした。第 lのテーマでは小売企業は自社の目標や資源そして外部環境
を分析したうえで調達先を選択するという能動的な企業像を想起させるに対して.第2のテーマ
では企業のほとんどコントロールできない外部環境の変化に適応していかざるを得ないという受
動的な企業像を想起させる。外部環境の圧力のもとで.調達先を変更することは.多くの場合新
しいサプライヤーの探索や彼らとの信頼関係の構築 または新しい商慣行や制度環境への適応を
意味する。その過程において様々な困難や課題が発生することは容易に考えられる。このような
国際調達先の変更に伴う困難や課題をどのように克服しているのかはほとんど検討されていな
い。したがって.今後の課題として.調達先を変更することによって発生した困難への取組みの
実態を解明する必要がある。
第3のテーマである知識移転と学習に関する研究は.多国籍小売企業の企業グループ内，およ
びサプライヤーと小売企業との聞の知識移転と学習がどのように行われたのかの手法または実態
を示した。小売業知識の国際移転に関する従来の研究は二つの特徴がある。一つ目は企業グルー
プ内の知識移転に主眼を置き，サプライヤーとの聞の知識移転がほとんど注目されていない。二
つ目は企業グループ内の知識移転においては，商品調達に関する知識移転の研究は必ずしも多く
はない(川端 2012: 93-114)。したがって.本稿でレビューした論文は従来の研究を補っている
という意味で極めて重要である。とはいえ，小売企業とサプライヤーとの聞の知識移転および企
業グループ内の商品調達に関する知識移転の研究は依然として不足している。
レビュー文献からも分かるように小売企業によるサプライヤーへの知識移転と学習は，サプラ
イヤーの競争力向上につながるにとどまらず 小売企業にとっても デザインから品質.価格，
納期などにおける自らの要望を満たす商品の獲得に不可欠である (Ghauriet al. 2008)。もちろ
ん，小売企業からサプライヤーへと一方向のような知識移転だけではなく，サプライヤーから小
売企業への知識移転によって小売企業は自ら抱えている課題を解決する場合も存在する(成田
2013)。しかし，異なる言語.文化.制度，発展水準を持つ国の企業との知識移転は容易ではない。
例えば言語や文化の相違は小売企業とサプライヤーとの聞のスムーズなコミュニケーションを妨
げ.知識移転と学習を抑制する。したがって，今後の課題としてこのようなサプライヤーとの問
1 例えば.新しい調達先の開拓.サプライヤーの探索・選択.サプライヤーの契約実行の監視.サプライヤーと
の調整，配達の手配，デザインの提案，品質のコントロールなどが挙げられる (Vedel& Ellegaard 2013: 
512・515)。
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の知識移転と学習に伴う困難に対して.小売企業はどのように取り組んでいるのかを解明する必
要がある。
企業グループ内の商品調達に関する知識移転と学習において，小売企業とサプライヤーとの聞
の知識移転と学習に類似した課題が存在する。商品調達にあたって.サプライヤーからよりよい
取引条件を引き出せるかどうかは，バイヤーの交渉力やサプライヤーとの関係づくり能力などに
左右される。こういった知識は暗黙性が高いため，言葉でマニュアル化することが難しく.個々
人のみに蓄積される傾向がある(野中・竹内 1996)。しかも.国際調達においては.異なる商取
引慣行や文化をもっサプライヤーと交渉しなければならないため，ある固またはある地域で通用
する交渉術はたとえ簡単に伝達できるとしても，ほかの国では必ずしも通用できるのではない
(Currah & W rigley 2∞4)。このような商品調達に関する知識を異なる地域または固に立地して
いる企業グループ内での移転が大きな困難を伴う。したがって，今後小売企業は企業グループ内
における商品調達に関する知識移転の困難をどのように乗り越えているのかを考察する必要があ
る。
第4のテーマである企業倫理の研究では 大規模化かつ国際活動が活発化しつつある小売企業
は，調達先または進出先における社会的責任を果たすには.何をすべきか，実際にどのような取
り組みを行っているのか そしていかなる課題を抱えているのかが検討された。レビュー文献で
示されたように，調達先における小売企業の社会的責任に対する消費者の関心が高まるにつれ
て，小売企業にとって調達先における社会的責任の遂行が国際調達を行う際に考慮にいれなけれ
ばならない課題となっている。そして.この課題に対応するために，小売企業はほかのステーク
ホルダーとのコンフリクトやサプライヤーの監督問題などさまざまな困難に直面している。さら
に，社会的責任はレビュー文献で言及された労働者の労働環境や福利層生に止まらず.自然環境
への配慮や法律の遵守または地域コミュニテイへの貢献など幅広い要素が含まれることを鑑みれ
ば，小売企業は調達先または進出先で社会的責任を果たしていく際に， レビュー文献で述べられ
た課題より大きな困難を抱えているはずである。これらの閤燥に対して小売企業はどのように対
応しているのかを解明することは今後の課題として取り上げられる。
第5のテーマである海外出庖との関係に関する研究では.現地の流通システムに適応できない
ことによってもたらした商品調達上の課題は.海外出眉の展開を阻止し，これらの課題の解決に
よって出庖を促進することが示された。そして，これらの研究を通じて海外に庖舗を出した小売
企業が販売面においても調達においても大きな課題を抱えていることも明らかになった。販売面
においては現地消費者が母国の消費者の噌好と異なるため.母国のような価格や品揃えまたは屈
の雰囲気を維持するとしたら大きな失敗を招きかねない。調達面においてはインフラの不完備
や.流通システムおよび商取引慣行の相違または規制によって調達の効率性が損なわれている。
このような困難に対して小売企業はどのように克服しているのかはレビュー文献でも検討された
が.かならずしも十分とはいえない(川端 2∞0;Coe & Lee 2006 ; Chuang et al. 2011)。小売
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企業にとってこれらの困難をいかに克服していくのかは 海外出唐の成功または失敗を決めるほ
ど重大な課題であることを鑑みれば，今後も引き続きそのプロセスに関する研究が必要といえる。
なお， レピュ一文献では一つの問題を見落としている。レビュー文献では現地への適応を強調
しているが，小売企業は適応すると同時に.自らの経済活動によって，現地の消費文化や，規制，
サプライヤーの行動などを変更させ，現地の環境を自社スタイルに適応させる側面もある (Coe
& Hess 2005 : Coe & W rigley 2∞7)。そして.小売業は制度的環境に影響されやすい業種と言
われているが (Wrigleyet al. 2005)，制度的環境といっても，規制的制度から.規範的制度，.j~ 
知的な制度まで多様な制度が存在する(DiMaggio& Powell 1983 : Scott 2001 : Qin 2014)。また，
制度的環境の圧力に対して，組織は受容から妥協，回避.反抗.操作まで多様な戦略を講じるこ
とができる (Oliver1991)。もちろん.現地の環境を積極的に変更していく際に多様な困難が発
生することも想像できる。したがって.今度の課題として適応化にとどまらず， どのように現地
の環境を変更しているのか.とくにその際に発生した困難にどのように取り組んでいるのかを解
明する必要がある。
Nおわりに
本稿は小売業の国際調達に関する先行研究を調達戦略，調達先の変更，知識移転と学習.企業
倫理.海外出庖との関係といった5つのテーマに分類し，各テーマが明らかにした側面とその限
界について論じた。検討の結果，それぞれのテーマは小売業の国際調達に対する理解を深めたと
はいえ.国際調達を行う際に極めて重要な課題.すなわち国境を越えたことによって生まれた困
難に対して，小売企業はどのように取り組んでいるのかについてさほど解明されていないことが
明らかになった。
したがって，本稿では小売業の国際調達研究における今後の課題として，①自社資源や外部環
境を考えたうえでの調達戦略を実行する際に発生した困難.②調達先を変更する際に，新しいサ
プライヤーとの関係構築や新しい制度的環境への適応を行う際に直面した岡難.③国際調達に必
要な知識を企業グループ内に伝達する際およびサプライヤーとの聞の知識移転を行う際に発生し
た困難.④労働者に止まらず調達先における多様なステークホルダーとの関係を含む社会的責任
を果たす際の困難.そして，⑤調達先の環境に適応していくまたは変更していく際の困難といっ
た5つの種類の困難に具体的にどのように取り組んでいるのかを解明する必要があると提示した。
本稿のように一層の実証研究が必要であるという主張に対して，小売業の国際調達の理論構築
に取り組むべきという指摘もある(Jonsson& Tolstoy 2014 : 65-66)。確かに小売業の国際調達
は多くの学問の研究対象として分析されているが，それ自体に関する理論化の試みが著しく欠如
していることを鑑みれば.理論構築は一つ喫緊の課題であるといえる。しかし，本稿のレビュー
で明らかになったように小売企業の国際調達という現象についての不明点は依然として数多く存
在する。したがって.これらの不明点の解明を先決する必要があるのではないだろうか。そして，
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このように小売業の国際調達という現象に関する不明点を解明することは.結果的に理論構築に
も貢献できると考えられる。
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